


記入例

事業概況報告書（A案件）
サンプル兼説明書
※報告書作成時は以下の点にご注意ください。
・過去報告年度分の報告内容記載時は、前年度報告書より転記願います。
・本報告年度分の数値の算出には計算ツールをご利用願います。
－事業概況報告書用計算ツール.xls
・数字項目は全て半角で記載願います。
・全ての数値項目は桁区切り(,)を使用した表記としてください。
・フォントや文字サイズは変更しないでください。

                                                        番  　　号：A9999
　 　 
                                                     　令和   元年   10月  13日

先端設備投資促進事業費補助金事務局長　殿
                                 補助事業者    住所 東京千代田区大手町1-11-1

                                               氏名 株式会社代表事業研究所

                                                    代表取締役  代表　太郎
               印

                                               住所 東京千代田区大手町9-99-9
                                               氏名 株式会社共同事業製作所
                                                    代表取締役社長  共同　次郎           印

平成２４年度円高・エネルギー制約対策のための先端設備等投資促進事業費補助金
事業概況報告書
円高・エネルギー制約対策のための先端設備等投資促進事業費補助金交付規程第２４条第１項の規定に基づき、下記のとおり報告します。
記
１．報告対象期間
　　　平成　30年　9月　1日　～　令和　元年　8月　31日

２．事業概況
補助事業の完了した日の属する補助事業者の会計年度の終了後２年間における各年度末までの、資源生産性の実績の推移
	
	実績報告書記載実績値・計画値
	実績値


	年度
(平成)

	23年度
(基準年度)
	27年度
（N+1）
	28年度
（N+2）
	27年度
（N+1）
	28年度
（N+2）
	29年度
（N+3）
	30年度
（N+4）
	31年度
（N+5）


	資源生産性
計画の範囲
	生産ライン
	
	
	
	
	
	
	

	生産額
	100,500,650
	130,456,789
	180,000,000
	140,550,345
	180,050,123
	195,000,020
	
	

	A）分子：付加価値額

	営業利益
	3,000,000
	9,500,000
	14,000,000
	10,234,456
	11,234,567
	15,000,345
	
	

	人件費
	30,300,300
	39,050,234
	45,000,000
	40,000,000
	45,000,100
	46,200,000
	
	

	減価償却費
	7,500,000
	7,500,000
	7,500,000
	7,500,000
	7,500,000
	7,500,000
	
	

	付加価値額
	40,800,300
	56,050,234
	66,500,000
	57,734,456
	63,734,667
	68,700,345
	
	

	B）分母：エネルギー使用量（額）もしくは原材料使用額

	記載内容
	エネルギー使用額
	
	
	
	
	
	
	

	量／金額
	5,500,500
	6,100,000
	6,800,000
	6,150,200
	6,750,000
	6,850,000
	
	

	単位
	円
	
	
	
	
	
	
	

	C)資源生産性
C=A／B
	7.4
	9.2
	9.8
	9.4
	9.4
	10.0
	
	

	D)資源生産性の改善率｛％｝
	―
	23.9
	31.8
	26.6
	27.3
	35.2
	
	


計画と実績に乖離がある場合、その背景・理由の説明
	1． 資源生産性改善率や売上、設備稼働率が低い背景／理由
・○○の背景／理由により、本報告年度は売上高の実績が計画を大きく下回った。
　その結果、営業利益が大きく落ち込み、また、電力料金の大幅値上げも影響し、
　資源生産性改善率の実績が計画を大きく下回った。
・○○の背景／理由により、本報告年度は先端設備の稼働率が計画を100％とすると
　30％程度となった。




計画と実績に乖離がある場合、その背景・理由の説明(続き)
	2． 資源生産性改善率や売上、設備稼働率向上のための今後の見通し、施策
・現在、利益率の高い主力製品の販売強化を事業計画として取り組んでおり(目標○○％売上UP)、
　営業利益の回復を図っている。
・主力製品の生産を既存設備からエネルギー効率の良い先端設備へシフトすることで、
　先端設備の稼働率向上、および省力化による電力料金の削減を図る。




３．実績数値の算出根拠
営業利益・人件費・減価償却費・エネルギー使用量（原材料使用額）について、それぞれ年度毎に数値の根拠・要因・背景や、算出の考え方をご説明ください。
記入された根拠、算出の考え方については、経済産業省、会計検査院、その他関連組織から内容の説明を求められることがあります。
	
	数値の引用元、
根拠資料名
	推計あり
	推計値算出の考え方

	資源生産性
計画の範囲
	生産ライン

	
	

	生産額
	第○○期決算報告書
(損益計算書)

	推計なし

	


	A）分子：付加価値額

	営業利益
	第○○期決算報告書
(損益計算書)
	推計あり
	全社実績に対し、当該補助生産ラインが寄与している割合を算出し全社営業利益に乗じることで補助生産ライン分の営業利益を推計した。

	人件費
	第○○期決算報告書
(損益計算書)
	推計なし
	

	減価償却費
	第○○期決算報告書
(損益計算書)
	推計なし
	

	B）分母：エネルギー使用量（額）もしくは原材料使用額

	記載内容
	エネルギー使用額

	
	

	量／金額
	使用エネルギー実績データまとめ資料
	推計あり
	全設備台数50台のうち、本補助事業に係る設備台数10台を対象とし、全使用エネルギー実績に対し10/50を掛けることで、対象ライン分の金額を推計した。

	単位
	円

	
	


以上
社印②





社印








�補助事業の受付番号を記載願います。


�本報告書の提出日を記載願います。


※提出日が貴社の会計年度終了後90日を超えている場合、90日後の日付をご記入ください。


�代表事業者の本社住所を記載願います。


�代表事業者の会社名を記載願います。


��代表事業者の代表者役職および代表者名を記載願います。


�代表事業者の社印を押印願います。


�共同事業の場合、列を追加していただき、共同事業者の住所、氏名、社印を記載願います。


※共同事業者が複数の場合は全て記載願います。


�本報告書の報告対象期間(補助事業者の事業年度)を記入願います。


�・計画値及び過去年度分の実績値は前年度の事業概況報告書より転記願います。


・本報告年度分の実績値はツールをご利用の上、算出いただき、ご入力ください。


　－事業概況報告書用計算ツール.xls


�年度には、前年度報告書と同じ年度を記載願います。


�前年度の実績値と比較し、本年度の実績値が下回った場合は、①その背景・理由　②資源生産性改善率や売上、設備稼働率向上のための今後の見通し、施策　をご記入下さい。


�前ページ「計画と実績に乖離がある場合、その背景・理由の説明�」の記載がボックスに収まりきらない場合、こちらに続きを記載願います。


�「会社全体、事業部門、事業所、生産ライン」　のいずれかを記載願います。


※２ページ目の「資源生産性計画の範囲」と同内容を記載願います。


�数値の引用元、根拠資料名を記載願います。


�「推計あり」か「推計なし」のいずれかを記載願います。


�推計ありの場合、「推計値算出の考え方」欄にその推計方法を記載願います。(推計なしの場合は記載不要)


�「エネルギー使用量/エネルギー使用額/原材料使用額」のいずれかを記載願います。


※２ページ目の「記載内容」と同様に記載願います。


�単位を記載願います。


※２ページ目の「単位」と同様に記載願います。
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